
地震災害における汚水処理対策マニュアル

作成要領

予防計画・被災対応編

（市町村版）

宮城県



○地震災害における汚水処理対策マニュアル作成要領：目次

予防計画編 地震発生以前に整理しておくこと

第１章 地震発生以前に整理する事項

（１）非常配備体制の制定 ・・・ｐ１

配備計画の策定、常備場所、心構えについて

（２）被災後の初期行動計画策定 ・・・ｐ１

初期行動計画の策定、点検調査マニュアルの整備、調査体制について

（３）情報伝達系統、応援要請及び受入体制の整備 ・・・ｐ１

情報伝達系統の整備と周知、応援要請・応援受入体制の整備について

（４）施設台帳の整備 ・・・ｐ２

台帳の項目や保存場所について

（５）施設の点検・調査と優先度 ・・・ｐ２

点検調査の優先度の決定、点検調査マニュアルの策定について

（６）資器材の備蓄 ・・・ｐ２

主な調査用機材、備蓄と把握について

（７）関係機関との連携体制 ・・・ｐ３

二次災害防止のための関係機関との調整と上水道との調整について

民間業者等との連絡体制等について

（８）下水道等管渠施設の耐震化 ・・・ｐ３

管渠の耐震化について

（９）避難所等のし尿処理 ・・・ｐ４

避難所等のし尿処理計画の策定、仮設トイレについて

（ ）広報活動 ・・・ｐ４10
マスコミや広報車等を使った住民への周知広報計画について

（ ）防災訓練 ・・・ｐ４11
防災訓練の実施、訓練重点事項

第２章 市町村間の相互応援協定 ・・・ｐ５

各応援協定を結んでいる市町村がマニュアルを作成する時の

マニュアルへの反映事項について



災害対応編 地震発生後の行動指針

・震災対応の流れ ・・・ｐ６

地震発生から応援までの行動フロー

第３章 地震後の行動

（１）市町村等の行動体制 ・・・ｐ８

災害対応する際の市町村等の体制について

（２）配備行動 ・・・ｐ９

配備体制と配備時の行動及び配備後の業務の内容について

（３）施設の調査・復旧に関する行動 ・・・ｐ１０

点検・調査・復旧の行動

被災状況報告等の県の各連絡先

参考報告様式

（４）避難所等のし尿処理に関する行動 ・・・ｐ１７

被災者の避難生活のし尿処理に関する対応について

（５）被災後の広報に関する行動 ・・・ｐ１７

被災後の住民への情報収集について

（６）住民からの情報の収集 ・・・ｐ１７

住民からの情報の収集と収集方法について

（７）関係機関との調整 ・・・ｐ１８

二次災害防止のための情報交換と上水道との調整について



第４章 応援要請

（１）応援要請の段階 ・・・ｐ２０

被災後の応援要請するまでの段階

（２）応援要請から応援までの流れ ・・・ｐ２１

応援要請の流れについて

（３）応援事項 ・・・ｐ２２

県の行う応援調整事項

・汚水処理施設の被災調査の人手が足りないので、増員が欲しい

・施設を調査する資器材が不足しているので、他の市町村等から借りたい

・管渠施設内を調査するテレビカメラを協会等から借りたい

・避難所の仮設トイレが不足しているので、他の市町村等から借りたい

・し尿等を処理するためのバキューム車が不足しているので他の市町村等

から借りたい

・避難所のし尿を集合処理施設に投入したい

・処理場で汚水処理が出来ないので、被災施設の代わりに

汚水処理をしてくれる応援先の施設をみつけて欲しい

（４）県へ応援を要請する被災市町村等の対応事項 ・・・ｐ２３

応援要請から回答まで

応援要請を行う際の検討事項と応援を受入体制の準備

応援市町村等との調整

（５）応援に要する費用の負担 ・・・ｐ２４

応援に要する費用の負担方法について

第５章 応援を行う場合の行動 ・・・ｐ２５

応援調整から応援まで

応援先市町村等との調整

応援を行う際の確認事項と準備



第１章 地震発生以前に整理する事項

（１）非常配備体制の制定

①地震発生後、職員は速やかに行動を起こせるよう、震度毎の配備計画を策定しておく。

②非常時において、速やかに行動できるよう、配備体制表や連絡表は自宅にも常備する。

③日常において、配備体制等被災後の行動について心構えを持つ。

（２）被災後の初期行動計画の策定

、 （ 、 ） 。①地震発生後 職員がとるべき行動 被災情報の報告 施設の点検・調査など 計画を策定しておく

②処理施設においては、施設毎に被災後の点検・調査マニュアルを整備する。

③地震時の被災状況の調査体制については、職員とメンテナンス業者等の役割について定めておくも

のとする。

（３）情報伝達系統、応援要請及び受入体制の整備

１）情報伝達系統の整備

①地震発生後、速やかに被災情報の収集が出来るよう、情報伝達系統を整備し県への情報伝達の流

れを周知させる。

２）応援要請及び受入体制の整備

①施設が被災し応援要請が必要となった場合の手順や体制を整備しておく。

②施設管理者は、地震後、県の汚水処理対策連絡会議応援本部より被災施設の汚水処理に関する応

援調整の聞き取りがあった場合、速やかに対応できるよう、応援受入体制を整備しておく。

参考

県の汚水処理対策連絡会議応援本部

地震により被災した市町村等の災害対策本部から県の災害対策本部（特別警戒本部）に、し尿や汚水

処理に関する応援が要請された時、県災害対策本部（特別警戒本部）からの指示で汚水（し尿）処理を

担当する県庁内の関係課（下水道課、むらづくり推進課、漁港漁場整備課、廃棄物対策課）が設置し、

応援市町村等との調整を行うもの。

－１－



（４）施設台帳の整備

①施設台帳は、平常時の維持管理のための基本的な資料であるが、地震時においても震災の調査及び

復旧作業を円滑に行い施設の機能を速やかに確保する上で重要である。

②施設台帳に収納すべき項目は以下のとおりとする。

１：施設図面一式

２：施設のスペック、納入メーカー

３：施設の更新履歴

③被害により目印となる構造物等がなくなった地域を地理に不案内な人間が、短期間で各地区に分散

して調査するような、非常にシビアな状況で役立つ施設台帳を作成し、複数部準備し、保存場所も分散

させる。

（５）施設の点検・調査と優先度

①施設の設計年度、予測地震動、液状化の可能性等から被害を受けやすい場所や施設の被害想定を行

い、施設の機能による重要度も考慮して点検・調査の優先度を定める。

②地震発生後の施設の点検・調査については、マニュアル案（点検・調査編）を参考に、各施設毎に

点検・調査マニュアルを作成する。

（６）資器材の備蓄

１）調査用機材の備蓄

①調査用機材は、地震後ただちに使えるよう場所を定め保管しておく。

②施設の被害調査に用いる主な調査用機材を以下に示す。

１：現場移動用の車両

２：点検書類（施設台帳、野帳、調査表【チェックリスト】等）

３：点検具（ポール、コンベックス、懐中電灯、電池等）

４：記録具（筆記用具、カメラ（電池 【フラッシュ付き 、フィルム等）） 】

５：通信機材（携帯無線機等）

：安全確認機器（ガス検知器等）６

２）応急資材の把握

①地震発生後、持ち出し可能な応急資材の実態について把握しておく。

②地震発生後、使用する応急資材の備蓄をしておく。

－２－



（７）関係機関との連携体制

１）関係機関との調整

施設管理者は、管路施設と関連する他機関と情報交換を密に行い、二次災害の防止につとめる。

特に上水道においては、上水道と下水道等両方が同時に被災した場合、先に上水道が復旧し住民が使

用すると汚水が流入し処理が不可能となるのでお互いの連携や情報交換を密に行うことが重要である。

①道路管理者 ②警察 ③消防 ④河川管理者 ⑤水道管理者 ⑥ガス事業者 ⑦電力会社

⑧ＮＴＴ など

２）委託業者・民間団体

施設管理者は、処理場等の維持管理業者や機器メーカー等民間団体と災害時の連絡体制や人員確保体

制の計画を整備する。

①コンサルタント ②維持管理委託会社 ③設備業者 ④メンテナンス業者 ⑤建設業協会

など

（８）下水道等管渠施設の耐震化

①「下水道施設の耐震対策指針と解説－１９９７年度版－」に基づき 「重要な幹線」は既設、新設、

ともにレベル１地震動に対して設計流下能力を確保するとともに、レベル２地震動に対して流下機能を

確保する 「その他の管路」は新設を対象にレベル１地震動に対して設計流下能力を確保する。。

ことを原則とするが、管渠施設の重要度を考慮して耐震施設に改築することはかまわない。

②具体的には各地域の特性を考慮しながら、以下の事項等により対応区分を検討、整理し、その位置

付けを明確にするとともに、費用と効果を関連計画との調整・分析により検討した上で、総合的視点で

の耐震化計画を策定し、優先度を考慮しながら随時施設の耐震化を実施するものとする。

③重要な幹線等として扱う幹線

１：ポンプ場、処理場及び流域下水道接続点に直結する幹線管渠

２：河川、軌道、重要な道路を横断する管路で地震被害によって、二次災害を誘発する恐れのある

もの及び復旧が極めて困難と予想される幹線管路

３：相当広範囲の排水区を受け持つ吐き口に直結する雨水幹線管路

４：防災地点や避難所等からの排水を受け持つ管路

５：その他、下水を流下収集させる機能面から見てシステムとして重要な管路

④その他の管路は、重要な幹線以外の管路施設である。

－３－



（９）避難所等のし尿処理計画

①避難所等でのし尿処理については、被災者の避難生活に支障が生じることのないよう、被災時のし

尿処理計画を策定する。

②事前に指定避難所の場所と収容可能人数及び給水や下水等の設備について把握しておく。

③避難所に設置する仮設トイレの必要設置基数は、１００人に１基が設置の目安となる。

④下水道を利用した仮設トイレ対策についても、し尿処理計画として検討する。

（ ）広報活動10

①被災時に、新聞、テレビ及びラジオ等のマスコミを活用した被災状況や復旧状況の広報、上水道や

下水道等集合処理施設やし尿処理施設に被害が発生し、その使用に制限が必要な状況になった場合の指

定避難所等への広報車、同報無線車の利用による住民への速やかな周知等の手順や方法について定めて

おく。

②災害が広範囲に生じた場合には、住民からの情報が被災及びその拡大の発見、二次災害の可能性の

把握等に重要な役割を果たすため事前にパンフレット等で住民に地震時の情報提供のお願いを行う。

また施設が被災した場合の使用制限についても住民に周知しておく （下水道においては下水道法第１。

４条により使用制限を行う事が出来る ）。

（ ）防災訓練11

①地震後の混乱した状況下において、冷静かつ迅速に施設の点検等の行動ができるよう、日常から訓

練を行う。

②自治体間においては、日頃からいろんな機会をとらえてコミュニケーションを図っておくことも、

災害時に円滑な支援活動を行うために不可欠である。

③震災訓練としては、地震後の対応に重点を置くのが良いと考えられ、実践的な訓練として以下のよ

うな訓練が職員の認識を高めるのに役立つと思われる。

１：緊急時の参集訓練

○震度を想定した職員の非常参集

２：緊急点検及び緊急措置訓練

○施設毎に被災を想定した緊急点検及び緊急措置

○緊急時における現場職員の意志決定

－４－



第２章 市町村間の相互応援協定

災害時の相互応援協定を集結している市町村等においては、協定事項について以下の内容も考慮し市

町村等毎のマニュアルを策定するもの。

＊協定名と協定先自治体名

＊応援内容

＊連絡先

＊応援要請の段階

＊応援要請方法

＊費用負担

＊応援する際の対応

＊合同訓練の実施

＊その他協定事項

－５－



○震災対応の流れ

地震発生

（マニュアル作成要領（案）で対応する項目）

震度による配備

地震後の行動

①配備行動 →地震後の行動･･･････ｐ７

②各施設の調査復旧

被災施設の調査 →点検・調査編参照

被災施設の復旧 →資料編参照

③避難所のし尿処理

④広報活動

⑤住民からの情報収集

⑥関係機関との調整

応援要請 →応援要請への対応･･･････ｐ１９

応援を行う場合の行動 →応援を行う場合の行動･･･････ｐ２５

－６－



第３章 地震後の行動

地震後の行動

（１）市町村等の行動体制・・・ｐ８

→地震後の行動

（２）配備行動・・・ｐ９

（３）施設の調査・復旧に関する行動・・・ｐ１０

（４）避難所等のし尿処理に関する行動・・・ｐ１７

（５）被災後の広報に関する行動・・・ｐ１７

（６）住民からの情報の収集・・・ｐ１７

）関係機関との調整・・・ｐ１８（７

－７－



（１）市町村等の行動体制

①原則的には各市町村等内で災害対策することを基本とする。また各段階では、委託業者等の民間団

体の協力も得ながらの体制を考慮する。

②市町村等が行政区域内で調査・復旧するまでの段階は下記の１、２の順とする。

１：各担当課内で対応する

２：自市町村内部で横断的に対応する

体制フロー図

担当課内で対応が 各担当課内で対応は い

可能か する

いいえ

自市町村内部の横 他課の応援を借り

断調整で対応が可 て自市町村内で対は い

能か 応する

－８－



（２）配備行動

①配備は、事前に定めた配備体制に基づき下記の配備先に各自配備体制をとる。

＊○○業務担当は○○に配備する

②参集の手段は交通機関や道路が途絶することが想定されるので配備先が近隣の配備者は徒歩や二輪

車（自転車、バイク）により参集する。

③配備の参集途上では、人的被害、避難状況、火災の発生状況、建物等の破損状況、道路状況、交通

機関の状況、通信・上下水道・電気ガス等の被災状況を出来る限り把握し、参集後 報告する。○○に

④庁舎への立ち入りの際には、ガス漏れの点検など、まず十分に安全確認を行う。立ち入り後は、室

内の破損状況、電気・ガス・上下水道の状況、通信手段の機能確認や災害対応に必要な備品等を準備す

る。

⑤道路状況等により本来の配備先以外に配備した場合には、本来の配備先にその旨連絡する。

⑥配備後には、以下の様な業務内容について担当を決め対応する。

＊関係機関との連絡調整

＊被災情報収集

＊施設の点検調査及び復旧措置

＊避難所等のし尿処理

＊広報活動

＊住民対応

＊応援要請

＊その他必要な事項

－９－



（３）各施設の調査復旧に関する行動

＜震災復旧の第一段階＞

①各施設の調査復旧に関しては事前に作成する配備計画や行動計画に基づき調査担当、復旧担当、調査報

告の情報取りまとめ担当等の役割り分担をきめて対応する。

②できるだけ短時間に施設の被災状況の概略を把握するため 「緊急調査」を行う。なお、処理場・ポンプ、

場では「緊急調査」の前に「緊急点検」を行う。

③調査は、事前に作成した施設台帳や点検調査表を用いて行う。

。 。④施設の調査は優先順位を決め調査する 優先的に調査する箇所としては以下のようなものが上げられる

処理場、ポンプ場

＊施設の機能による重要度の高い施設

・流入ポンプ（下水排除）

・滅菌施設（伝染病予防）

・汚水沈殿処理施設

・汚泥脱水処理施設

管路施設

＊地盤条件から被害を受けやすいと推定される箇所

＊管路の構成上、重要な箇所

＊平常時の維持管理で異常が認められる箇所

＊重要な幹線等

・ポンプ場、処理場及び流域下水道接続点に直結する幹線管渠

・河川、軌道、重要な道路を横断する管路で地震被害によって、二次災害を誘発する恐れのある

幹線管路

・相当広範囲の排水区を受け持つ吐き口に直結する雨水幹線管路

・防災地点や避難所等からの排水を受け持つ管路

・その他、下水を流下収集させる機能面から見てシステムとして重要な管路

⑤調査の段階で自身では、判断がつかない場合には、コンサルタントやメーカーに連絡し協力を得ながら

対応する。また調査資器材が不足した場合には水道関係業者及び機器、資材メーカー等にそれぞれ協力を依

頼し調達する。

⑥調査の担当者は、施設に被害が確認された場合には事前に定めた情報伝達系統に従い報告を行う。

⑦管路施設の調査の際には、その被害状況のきめ細かな把握のため住民から積極的な情報収集を行う。

⑧本部では、施設の調査や復旧の状況に応じて職員の調査配置人数や交代等の調整を行う。

⑨施設に被災があった場合は、適切な措置や復旧対策を講じる。

⑩処理機能が低下（停止）した際に雨がふると、汚水の流出が想定されるため気象情報に注意し雨の予報

がある場合は、可搬式ポンプによる仮排水等の緊急措置をとる。

・・次ページに続く・・
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調査が終了した時点で被災状況を県の各報告先へ報告する(第１報)､報告様式は任意様式とす＊緊急

る （流域関連公共下水道供用市町村は県下水道事務所等へ、単独公共下水道供用市町村等は県庁下。

水道課へ農業集落排水供用市町村は各管内の県産業振興事務所農業農村整備部又は気仙沼地方振興セ

ンター志津川支所へ、漁業集落排水供用市町村は各管内の県漁港事務所又は気仙沼地方振興センター

漁港部へそれぞれ報告する ）。

＊県への報告は自市町村が震度４の時は被害があった場合のみの報告とし、震度５（弱）以上の場

合は被害の有無に関わらず報告するものである。

＊県への報告の方法は災害時でも確実に情報を伝達させるためＦＡＸを使用することを基本とする

が機器の使用が不可の場合や緊急時で一刻を争う場合は電話や電子メールによる報告も可能とする。

各施設に対応する県の報告先 市町村等

施設の点検・調査（緊急点検・緊急調査）

被災状況 報 被災状況の第１報報告告

指示(第１報) 連 絡

の把握

施設の被災判定（緊急点検・緊急調査）

施設の緊急措置

＊緊急点検は、処理場の水処理施設及び主要機器の運転停止状態、危険物・有害物質の流出の有無の

確認、危険機器の停止、ガス・燃料元弁の閉止の確認である。

＊緊急調査は、処理場施設の目視による点検・調査。

＊緊急措置は、重大な機能障害及び二次災害の危険性を緊急に取り除くための仮の措置で以下のよう

なものが上げられる。

危険機器の停止、ガス・燃料元弁の閉止・

・火気使用禁止、立ち入り禁止等の掲示

・マンホールと道路の段差へバリケード等の設置

・道路陥没部への土砂投入

危険箇所の通行規制・

・可搬式ポンプによる仮排水

・・次ページに続く・・
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＜震災復旧の第二段階＞

⑪緊急調査で被害が発見された箇所を中心に「応急調査」を行う。

続報の報告については被災が確認された市町村等については１日１回は行うものとする。県への

市町村等各施設に対応する県の報告先

施設の点検・調査（応急調査）

被災状況 報 被災状況の続報報告告

指示(続報) 連 絡

の把握

施設の被災判定（応急調査）

施設の応急復旧

応急調査は、施設全体の被災状況の把握と暫定機能確保、及び大きな機能障害につながる二次災害＊

の未然防止のための調査とする。

＜震災復旧の第三段階＞

⑫施設及び地域の将来計画・復旧計画を配慮して「本復旧」を行う。
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本ページ全て必須事項下水道施設に関する被災状況報告等の県への連絡先

（連絡先）

土木部下水道課（単独公共下水道市町村の報告先）

： （庶務）TEL 022-211-3141

： ･ （企画管理班）TEL 022-211-3142 3143

： ･ （整備指導班）TEL 022-211-3144 3145

防災行政無線： （庶務）7-220-8-3141

防災行政無線： ･ （企画管理班）7-220-8-3142 3143

防災行政無線： ･ （整備指導班）7-220-8-3144 3145

FAX 022-211-3195：

E-mail gesui@pref.miyagi.jp：

中南部下水道事務所（仙塩、阿武隈川下流、吉田川、鳴瀬川各流域下水道関連市町村の報告先）

： ～ （代表）TEL 022-367- 4001 3

防災行政無線： （総務管理班）7-275-1-210

防災行政無線： （工務班）7-275-1-204

防災行政無線： （設備班）7-275-1-230

FAX 022-367- 4004：

E-mail cgesui@pref.miyagi.jp：

東部下水道事務所（北上川下流、北上川下流東部各流域下水道関連市町村の報告先）

： （代表）TEL 0225-23-7381

防災行政無線： （総務管理班）7-275-1-203

防災行政無線： （工務班）7-275-1-206

FAX 0225-23-7385：

E-mail kgesui@pref.miyagi.jp：

築館土木事務所下水道班（迫川流域下水道関連市町村の報告先）

： （代表）TEL 0228-22-2194

7-224-381-383防災行政無線：

FAX 0228-22-9049：

E-mail tkdbk@pref.miyagi,jp：
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本ページ全て必須事項農業集落排水施設に関する被災状況報告等の県への連絡先

（連絡先）

産業振興事務所農業農村整備部大河原

： （農村整備班）TEL 0224-53-3580

防災行政無線： （農村整備班）7-221-485

FAX 0225-96-4880：

E-mail oksgsin@pref.miyagi.jp：

産業振興事務所農業農村整備部仙台

： （農村整備班）TEL 022-275-9131

防災行政無線： (農村整備班）7-222-2640

FAX 022-274-5866：

E-mail sdsgsin@pref.miyagi.jp：

産業振興事務所農業農村整備部古川

： （農村整備班）TEL 0229-91-0724

防災行政無線： 農村整備班）7-223-490 （

FAX 0229-23-5014：

E-mail hkksbks@pref.miyagi.jp：

産業振興事務所農業農村整備部築館

： （農村整備班）TEL 0228-22-1178

防災行政無線： 農村整備班）7-224-469 （

FAX 0228-23-7014：

E-mail tksgsin@pref.miyagi.jp：

産業振興事務所農業農村整備部迫

： （農村整備班）TEL 0220-22-5161

防災行政無線： 農村整備班）7-225-491 （

FAX 0220-22-6015：

E-mail hssgsin@pref.miyagi.jp：

産業振興事務所農業農村整備部石巻

： （農村整備班）TEL 0225-96-8681

防災行政無線： (農村整備班）7-226-490

FAX 0225-96-4880：

E-mail isss-p@pref.miyagi.jp：

気仙沼地方振興センター 志津川支所

： （農業農村整備班）TEL 0226-46-6908

防災行政無線： （農業農村整備班）7-228-2030

FAX 0226-46-4077：

E-mail kssdsg@pref.miyagi.jp：
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本ページ全て必須事項漁業集落排水施設に関する被災状況報告等の県への連絡先

（連絡先）

塩釜漁港事務所

： （工務班）TEL 022-365-0647

防災行政無線： （工務班）7-220-256

FAX 022-366-8896：

E-mail sggyok@pref.miyagi.jp：

漁港事務所石巻

： （工務１班）TEL 0225-95-7429

防災行政無線： （工務１班）7-226-539

FAX 0225-96-2698：

E-mail isgyok@pref.miyagi.jp：

気仙沼地方振興センター漁港部

（漁港整備班）TEL 0226-22-6825：

FAX 0226-22-7422：

E-mail ksgyokg@pref.miyagi.jp：
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本ページ全て必須事項参考報告様式（市町村等から県の担当機関への報告）

（本様式は参考様式とし別に様式がある場合はこの限りではない）

地震災害調査報告書

１ 報告日時：平成 年 月 日 午前・午後 時 分

２ 受信者 ： 地震災害担当者

３ 発信者 市町村等名：

担当者名： 課（所）

TEL FAX連絡先 ：

４ 地震発生日時：平成 年 月 日 午前・午後 時 分

５ 地震度 ：震度

６ 報告概要 被災種別 流域関連下水道 農業集落排水 し尿処理施設・・・該当項目を囲む

単独公共下水道 漁業集落排水 （処理場名： ）

被害の有無 有 ・ 無 ・・該当項目を囲む

施設名 被災概要等 所在地 復旧状況等 備考

記載例 流入渠 〇〇ｼﾞｮｲﾝﾄ部破 〇〇町〇〇 未対応、仮ポンプによる

損 地内 排水等

応援要請必要の可能性： ・調査人手の増員 ・バキューム車の借用

・調査資器材の借用 ・避難所のし尿処理

・協会への要請 ・処理場の汚水処理

・仮設トイレの借用 ・無し

＊本様式は被害状況や応援の必要性の把握の為の様式とするため応急調査までの使用とし、

災害復旧事業については指定の様式を用いることとする。

＊正式な応援要請は災害対策本部を通すもの。
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（４）避難所等のし尿処理に関する行動

①避難所等でのし尿処理については、事前に作成する被災時のし尿処理計画に基づき被災者の避難生

活に支障が生じることのないよう対応する。

＊仮設トイレの手配や設置に関することは○○課で対応する。

＊仮設トイレのし尿の運搬や処理に関することは○○課で対応する。

設置やし尿処理をそれぞれ異なる部所で対応する場合には、設置場所や避難者の数等情報交換を確

実に行い実効性のあるし尿処理を行う。

②避難所に設置する仮設トイレの必要設置基数は、１００人に１基が設置の目安となる。

③避難所等に設置された仮設トイレの生し尿を集合処理施設へ直接投入する場合、汚物を流すため水

も併せて投入する。

④下水道等を使用したマンホール用仮設トイレを設置する場合は、下記の事項に配慮する。

＊し尿を流下させる処理場の処理機能や下水道等管渠の被災状況。

＊水を確保することによって下水道機能を有効活用する。

＊安全性が確保出来ること。

（５）被災後の広報に関する行動

①被災時は事前に作成する広報活動事項に基づき住民への情報周知を行う。

②新聞、テレビ及びラジオ等で、被災状況や復旧状況を適切に広報する。

③被災箇所には、管理者名の入ったできるだけ大きな看板を設置する。

④施設管理者は、上水道や下水道等集合処理施設やし尿処理施設に被害が発生し、その使用に制限が

必要な状況になった場合状況に応じて節水の呼び掛けや水洗トイレの使用制限等、指定避難所や住宅街

等へ広報車、同報無線車を利用し、速やかに住民への周知を図る。

⑤危険物等が管渠に流入した場合には、火気使用禁止の呼び掛けを行う。

（６）住民からの情報の収集

①災害が広範囲に生じた場合には、住民からの苦情あるいは情報が被災及びその拡大の発見、二次災

害の可能性の把握等に重要な役割を果たすので積極的に収集する。

②住民からの連絡は、いつの時点の情報か、誰からの情報か、どのような情報かを整理し確認する。

③誤報や情報の重複防止等、情報に対する適切な判断や措置を講じることができるように窓口を一本

化しておく。
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（７）関係機関との調整

、 、 、集合処理施設は ほとんどが地中構造物であるため 短時間で被災状況を把握することは困難なので

施設管理者は管路施設と関連する他機関と情報交換を密に行い、管路被害の有無を判断し、二次災害の

。 、 。 、防止に努める なお 情報交換する機関と内容は下記のとおり 被災直後は電話がつながりにくいので

防災無線などの情報伝達手段を活用する。特に上水道の給水状況については汚水の流入に係わってくる

ので、施設が被災した場合処理能力との関係を考慮して水道の給水制限まで含めて水道管理者と十分な

調整が必要となる。

道路管理者・・・管渠埋設部、マンホール部の異常

警察、消防・・・危険箇所

河川管理者・・・河川の被害箇所

水道管理者・・・水道管の被害箇所、給水状況の確認

ガス事業者・・・ガス管の被害箇所

電 力 会 社・・・電力線の被害箇所

Ｎ Ｔ Ｔ・・・電話線の被害箇所 など
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第４章 応援要請

応援要請

（１）応援要請の段階・・・ｐ２０

→応援要請

（２）応援要請から応援までの流れ・・・ｐ２１

（３）応援事項・・・ｐ２２

（４）県へ応援を要請する被災市町村等の対応事項・・・ｐ２３

（５）応援に要する費用の負担・・・ｐ２４
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（１）応援要請の段階

市町村等が行政区域内での災害対応が困難と判断し他の自治体等に応援要請する場合、応援を要請す

る順位は下記の順とする。

１：自市町村等と関係する広域組合等との連携で対応する

２：相互応援協定に基づき、協定を結んだ市町村等に応援を要請する

３：県に応援を要請する（県境の市町村等で隣県の市町村等に応援を要請したい場合は直接応援要

請することを妨げるものではない）

被災市町村等が宮城県へ、し尿や汚水に関する応援を要請する場合は、被災市町村等の災害対策

本部から、県の災害対策本部へ要請する。

体制フロー図

自市町村等内部で

の対応は困難と判

断

自市町村等と関係 自市町村等と広域

する広域組合等と 組合等との連携には い

の連携で対応が可 て対応する

能か

いいえ

相互応援協定があ 相互応援協定で対 相互応援協定は い は い

るか 応が可能か で対応する

いいえ いいえ

県 へ 応 援 要 請 す る
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本ページ全て必須事項（２）応援要請から応援までの流れ

市町村等が県へ応援要請した後の流れは以下のフロー図となる。

○一般的な応援要請フロー図

担当課 ④協議調整 担当課

被災市町村等 ④応援 応援市町村等

災害対策本部 災害対策本部

情報 ③回答 ①要請 ③指示 ②応援調整

収集 提供 （災対法 条） （災対法 条）68 72

県担当課 県災害対策本部

（連絡会議応

援本部）

○汚水やし尿を県流域下水道で受け入れる場合の応援要請フロー図

担当課 被災市町村等

災害対策本部

②④応援調整 情報 ①要請 ③応援

収集 提供 （災対法 条）68

県下水道事 県担当課 県災害対策本部

務所等 （連絡会議応

援本部）
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本ページ全て必須事項（３）応援事項

被災市町村等が県へ応援要請をした際に県は、下記の応援事項について応援可能な市町村等と調整を

。 。行う また県内で対応出来ない場合は県は県外との調整を行い調整結果を応援要請市町村等に回答する

に関する応援事項→ヒト

汚水処理施設の被災調査の人手が足りないので、増員が欲しい

に関する応援事項→モノ

施設を調査する資器材が不足しているので、他の市町村等から借りたい

管渠施設内を調査するテレビカメラを協会等から借りたい

避難所の仮設トイレが不足しているので、他の市町村等から借りたい

し尿等を処理するためのバキューム車が不足しているので、他の市町村等から借りたい

に関する応援事項→汚水・し尿処理

避難所のし尿を集合処理施設に投入したい

処理場で汚水処理が出来ないので、被災施設の代わりに

汚水処理をしてくれる応援先の施設をみつけて欲しい
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本ページ全て必須事項（４）県へ応援を要請する被災市町村等の対応事項

１）応援要請から回答まで

①被災市町村等は県への応援要請が必要と判断した場合、被災市町村等の災害対策本部から、県の災

害対策本部へ応援を要請する。

②被災市町村等の災害対策本部は、県の災害対策本部から調整結果の回答を受ける。

○応援を県に要請する時のフロー図

被災市町村等

災害対策本部

回答 応援要請

宮城県

災害対策本部

２）応援要請の際の検討事項と応援受入体制の準備について

①応援地周辺の道路状況や危険箇所の把握を行う。

②ヒトの応援を要請する場合には、応援者の応援日数と人数や応援場所への配置計画の検討及び仮住

居や駐車場及び給食の手配を行う。また応援者を受け入れた場合には被災市町村等の人間が主となり応

援者に指示を出すこととする。

③モノに関する応援要請の際には、要請する数量や仮置きするのか設置まで行うのか等の方法及び運

ぶ先の場所の状況を確認し特定する。

④し尿や汚水に関する処理の要請をする際には、避難所の避難者の人数や被災施設の被災後の処理能

力と流入する汚水量から処理を要請する量を検討する。またし尿や汚水搬出のためのバキューム車の手

配を行う。

⑤各応援を受け入れる際の人数や数量の確認の方法について準備を行う。

３）応援市町村等との調整

①県からの回答後、応援要請市町村等は応援する市町村等と繊細な協議を行う。
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本ページ全て必須事項（５）応援に要する費用の負担

①被災市町村等が、汚水・し尿に関する応援処理を要請し、応援が成立した場合、災害対策基本法に

基づいた費用の負担をする。

②被災流域下水道が、汚水・し尿の応援処理を要請し、応援が成立した場合、原則として処理等に要

した費用を県と関連市町村間で協議して負担する。
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本ページ全て必須事項第５章 応援を行う場合の行動

１）応援調整から応援まで

①県の汚水処理対策連絡会議応援本部（担当課）は、応援可能な市町村等に応援要請する。

②県から応援要請を受けた市町村等は、下記の各事項について応援可能かを検討する。

＊ヒトやモノに関する応援事項については応援出来る人や物に余裕があるかを検討する。

＊し尿や汚水に関する応援事項については自管理施設における処理能力（自管理施設も被災してい

る場合は処理能力の低下分も考慮する）と流入してくる汚水量から応援出来る量を検討する。

③応援要請された市町村等は、県の汚水処理対策連絡会議応援本部（担当課）に検討結果の回答をす

る。

④県の災害対策本部から応援するよう指示が出て応援を行う。

○県から応援を要請される時のフロー図

県災害対策本部

汚水処理対策連絡会議応援本部 ③指示

（県下水道課、むらづくり推進課、漁港漁場整備課、廃棄物対策課）

②回答 ①応援調整

応援可能な市町村等

④応援

応援要請市町村等

２）応援先市町村等との調整

①県への回答後、応援する市町村等は応援要請市町村等と繊細な協議を行う。

３）応援を行う際の確認及び準備事項

①応援先の場所の確認と応援先までの道路状況や危険箇所について確認を行う。

②ヒトの応援を行う場合には、応援日数に応じた食料、水、毛布等の生活必需品及びヘルメットや筆

記道具等応援に必要な物を準備し持参する。

③モノに関する応援を行う際には、運ぶ場所や数量の確認や仮置きするのか設置まで行うのか等の方

法の確認を行う。

④し尿や汚水に関する処理の応援をする際には受入量の確認方法について準備を行う。また受け入れ

る処理施設周辺の道路状況や危険箇所について把握する。
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（ ）予防計画・災害対応編

市町村版


